
 

 

 
令和７年度 浜田市と島根県立大学の共同研究事業報告書 

 
 
 
 
 

公共交通に関するニーズ・意識調査 
 

美川地区における持続可能な地域交通の再構築に向けて 
―生活路線バス櫟田原線の効率化提案― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 8 年 3 月 
 

島根県立大学 地域政策学部 
松田 善臣 

  



 

1 

浜田市と島根県立大学の共同研究事業報告書・概要版 
 
1. 背景 

櫟田原線は、石見交通の路線廃止に伴い令和 2 年 12 月から浜田市が代替運行している生
活路線バスである。運行開始以降、利用者数は減少を続けており、浜田市の見直し基準 （1
便あたり平均利用者数 1.0 人）を大きく下回る状況にある。こうした状況を踏まえ、便別利
用者数の分析に基づく効率化策の検討を行った。 
 
2. 分析結果 

令和 6 年度の便別利用者数を分析した結果、1 日 6 便のうち上り 1 便 （6:35 発）と下り 3
便 （18:35 発）は年間を通じて利用者がゼロであった。利用者の 84%は小学生の通学利用で
あり、櫟田原線は実質的に通学の足として機能している。 
 
3. 提案内容 

利用者ゼロの 2 便 （上り 1 便 ・下り 3 便）を廃止し、6 便体制から 4 便体制に移行するこ
とを提案する。 
 

指標 現状（6 便） 削減後（4 便） 改善率 
年間経費 約 860 万円 約 573 万円 ▲33% 
1 便あたり利用者数 0.35 人 0.53 人 +51% 
1 人 1 回の乗車コスト 約 11,200 円 約 7,470 円 ▲33% 

※削減額は年間経費を便数で単純按分した試算による最大値であり、実際の削減額は委託
契約の内容により変動しうる。 

 
利用者のいない便のみを廃止するため、現在の利用者への影響はない。ダイヤ変更のみで

実現でき、新規投資は不要である。 
 
4. デマンド交通への統合について 

櫟田原線をデマンド美川線に統合する案も検討したが、通学利用には毎日の定時運行が
必要であるため、デマンド交通の利点が活かせず、費用も増加する結果となった。このため
採用しないこととした。 
 
5. 今後の課題 

2 便廃止後も浜田市の見直し基準 （1 便あたり 1.0 人）には届かない。土日運行の見直し、
利用実態の継続的な把握、通学機能と高齢者の移動支援機能の分離など、引き続き検討が必
要である。
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令和７年度 浜田市と島根県立大学の共同研究事業報告書 
 

公共交通に関するニーズ・意識調査 
美川地区における持続可能な地域交通の再構築に向けて 

―生活路線バス櫟田原線の効率化提案― 
 

１．はじめに 

（１）研究の背景 
我が国の地方部における地域公共交通は、深刻な課題に直面している。人口減少と高齢化

の進行により利用者は減少を続け、路線の廃止や縮小がさらなる利用者減少を招く負のス
パイラルに陥っている地域が少なくない。地方部の乗合バス事業者の多くが赤字経営を余儀
なくされ、路線の維持には自治体からの補助金が不可欠な状況にある。 

こうした状況を受け、国は地域公共交通活性化再生法を改正し、地方自治体が主体となっ
て持続可能な交通体系を構築することを求めている。 

浜田市は、島根県⻄部に位置する人口約 5 万人の都市である。市域は東⻄約 46 キロメー
トル、南北約 28 キロメートル、面積約 690 平方キロメートルと広大で、中山間地域を多く
抱えている。 

浜田市地域公共交通計画（令和 6 年 2 月策定）によれば、市内の公共交通は、JR 山陰本
線、⺠間路線バス（石見交通）、タクシー、市生活路線バス、予約型乗合タクシー（デマン
ド）、およびコミュニティワゴン運送により構成されている。同計画では、運転手不足・高
齢化も深刻な問題として認識されている。 

浜田市は同計画において 「利便性 ・効率性を確保しながらも、持続可能な地域公共交通を
構築する」という基本方針を掲げ、「市生活路線バスや市乗合タクシーは 1 便当たり 1.0 人
を運行見直し基準とする」ことを明記している。 

本研究は、上記の方針に沿い、櫟田原線を事例にデータに基づく効率化策を検討 ・提案す
るものである。本研究の成果は、市内の他の生活路線バスや他自治体における類似路線の検
討にも応用可能な知見を提供するものと考える。 
 
（２）研究の目的 

本研究の目的は、以下の 3 点である。 
1. 櫟田原線の利用実態を詳細に把握すること：市営化により初めて可能となった便別デ

ータ等を活用し、各便の利用状況を明らかにする。 
2. データに基づく効率化策を検討・比較すること：デマンド交通への統合、減便等の選

択肢について、費用面・利用者影響・実現性の観点から比較検討する。 
3. 利用者への影響を最小化しながら費用を削減する方法を提案すること。 
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（３）研究の方法 
本研究では、浜田市より提供を受けた運行データおよび収支データの定量分析と、関係者

への聞き取りによる定性的な実態把握を組み合わせて分析を行った。 
まず、年度別利用者数 （令和 2 年度〜令和 6 年度）の推移分析により利用者減少の傾向を

確認した。次に、本研究の核となる分析として、令和 6 年度の便別利用者数を詳細に検討
し、6 便それぞれの利用状況を明らかにした。あわせて、曜日別 ・月別の利用者数、利用者
属性 （学生 ・成人の区分）についても分析を行い、利用パターンの全体像を把握した。収支
面については、年間の経費・収入データから効率指標を算出した。 

定量データだけでは把握しきれない利用実態や地域のニーズを理解するため、櫟田原線
の運転手、利用者、および美川地区まちづくりネットワークへの聞き取り調査を実施した。 

効率化策の検討にあたっては、デマンド交通への統合と減便の 2 つの選択肢を設定し、そ
れぞれについて費用試算を行った。デマンド統合では、計画便数による単純計算と運休を考
慮した実質単価の 2 通りの方法で単価を算出した。減便では、便別分析に基づき利用者ゼ
ロの便を廃止した場合の効果を試算した。 

また、浜田市地域公共交通計画および浜田市議会議事録（令和 2 年〜令和 6 年）を参照
するとともに、山口県阿武町および柳井市の事例を参照し、中山間地域の公共交通の構造的
特徴を把握した。 
 
（４）本報告書の構成 

第 2 章で美川地区と櫟田原線の概要を整理し、第 3 章で利用実態の分析結果を報告する。
第 4 章で効率化策の検討結果を示し、第 5 章で考察を行う。第 6 章で提案と今後の課題を
まとめる。 
 
 

２．浜田市美川地区と櫟田原線の概要 

（１）美川地区の概要 
美川地区は、浜田市中心部から南東に約 10 キロメートルに位置する中山間地域である。

山林が多くを占め、集落は谷筋に点在している。地区の中心部には美川小学校があり、周辺
に商店や公⺠館等が立地している。 

市中心部へは自家用車で 20〜30 分程度の距離である。公共交通を利用する場合、櫟田原
線では本郷橋までしか行けず、市中心部へは石見交通の路線バスに乗り換える必要がある。
一方、予約型乗合タクシー （デマンド美川線）を利用すれば、周布駅を経由して市中心部方
面へ移動することも可能であるが、運行は週 3 日（月・水・金）に限られている。 

人口減少と高齢化が進行しており、自家用車を運転できない高齢者の移動手段確保が地域
の重要課題となっている。 
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（２）櫟田原線の概要と経緯 
櫟田原線の前身は、石見交通が上櫟田原から浜田駅まで運行していた⺠間バス路線であ

る。利用者の減少や運転手不足等を背景に、令和 2 年に石見交通から路線廃止の申し入れ
がなされ、同年 12 月 16 日から浜田市が本郷橋〜上櫟田原間で代替運行を開始した。 

 
表 2-1：櫟田原線の概要 

項目 内容 
運行区間 本郷橋〜上櫟田原 
運行開始 令和 2 年 12 月 16 日 
経緯 石見交通路線廃止に伴う代替運行 
運行体制 毎日運行、1 日 6 便（上り 3 便・下り 3 便） 
年間運行便数 約 2,170 便 

 
表 2-2：櫟田原線のダイヤ（令和 6 年度） 
便 発車時刻 方向 
上り 1 便 6:35 上櫟田原→本郷橋 
下り 1 便 6:55 本郷橋→上櫟田原 
上り 2 便 7:25 上櫟田原→本郷橋 
下り 2 便 16:45 本郷橋→上櫟田原 
上り 3 便 17:03 上櫟田原→本郷橋 
下り 3 便 18:35 本郷橋→上櫟田原 

 
なお、令和 2 年 3 月の浜田市議会では、当時の地域政策部⻑が「便ごとの補助金額の算

出ができない」と答弁している。⺠間バス運行当時、市は石見交通に対し路線全体への補助
を行っていたが、便別の利用者数データは把握しておらず、便単位での費用分析は不可能で
あった。市が運行を引き継いだことで、便別の利用者数など詳細なデータの収集が可能とな
り、本研究はこのデータを活用して初めて実現したものである。 

 
（３）市営化前との利用者数比較 

浜田市地域公共交通計画によれば、平成 30 年度 （石見交通運行当時）の年間利用者数は
9,097 人であった。一方、市営化後の令和 6 年度は 767 人である。 

ただし、石見交通運行当時は上櫟田原から浜田駅までを運行しており、市営化後の区間
（上櫟田原〜本郷橋）よりも⻑い。利用者数には本郷橋以遠の乗降も含まれていたと考えら
れ、これが差の主因と推測される。単純な比較は適切でないが、美川地区内の利用者につい
ても減少傾向にあることは明らかである。 
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３．利用実態の分析 

（１）利用者数の推移 
 
表 3-1 利用者数の推移 

年度 年間利用者数 前年比 1 便あたり利用者数 基準達成率 
令和 3 年度 1,659 人 -    0.76 人 76% 
令和 4 年度 1,370 人 ▲17.4% 0.63 人 63% 
令和 5 年度 1,192 人 ▲13.0% 0.55 人 55% 
令和 6 年度 767 人 ▲35.7% 0.35 人 35% 

 
利用者数は一貫して減少しており、令和 6 年度は見直し基準 （1 便あたり 1.0 人）の 35%

にとどまっている。特に令和 6 年度の減少幅が大きいが、これは第 5 章で考察する構造的
要因によるものと推測される。 
 
（２）便別利用者数の分析 

本研究の核心となる分析結果を表 3-2 に示す。 
 
表 3-2 便別利用者数（令和 6 年度） 

便 発車時刻 年間利用者数 構成比 備考 
上り 1 便 6:35 0 人 0% 利用者ゼロ 
下り 1 便 6:55 0 人 0% 上り 2 便の回送を兼用 
上り 2 便 7:25 650 人 84.7% 通学便 
下り 2 便 16:45 118 人 15.4% 下校便 
上り 3 便 17:03 4 人 0.5% 下り 2 便と連続運行 
下り 3 便 18:35 0 人 0% 利用者ゼロ 
合計 -  767 人 100% - 

 
全利用者の 99.5%が上り 2 便 （通学便）と下り 2 便 （下校便）に集中しており、上り 1 便

と下り 3 便は年間を通じて利用者がゼロである。 
上り 2 便は主に小学生の通学利用で、登校日数（約 200 日）換算で 1 日あたり約 3.3 人

である。上り 1 便は通勤利用を想定した設定と思われるが、通勤者の多くは自家用車を利
用しており、ニーズがなかった。下り 3 便も同様に、この時間帯に公共交通で帰宅する住⺠
はいなかった。 
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（３）曜日別・時期別の利用傾向 
平日は通学利用があるため一定の利用者があるが、土日は週平均約 2 人にとどまってい

る（表 3-3）。また、学校の⻑期休暇期間は通学利用がなくなるため、利用者が大幅に減少
する（表 3-4）。 

 
表 3-3 曜日別利用者数（令和 6 年度）  表 3-4 月別利用者数（令和 6 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（４）利用者属性の分析 
 

表 3-5 利用者属性 
属性 人数 割合 主な利用目的 
学生（主に小学生） 約 645 人 84% 通学 
成人（主に高齢者） 約 122 人 16% 通院・買い物 

 
常連利用者は実質 4 名（小学生 3 名、成人 1 名）であり、年間 767 人はこの少数の利用

者の日々の積み重ねである。 
  

曜日 利用者数 
月 155 
火 154 
水 131 
木 111 
金 116 
土 55 
日 50 

 

月 利用者数 
4 月 64 
5 月 76 
6 月 83 
7 月 60 
8 月 20 
9 月 73 

10 月 72 
11 月 75 
12 月 56 
1 月 68 
2 月 68 
3 月 57 
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（５）収支状況の分析 
 

表 3-6 収支状況と効率指標（令和 6 年度） 
項目 金額・数値 
経費 約 860 万円 
収入 約 13 万円 
赤字額 約 847 万円 
収支率 1.5% 
1 便あたりコスト 約 4,000 円 
1 人 1 回の乗車コスト 約 11,200 円 

 
（６）聞き取り調査結果 
 
●運転手への聞き取り 

 「朝一便と最終便はやめてもいい」 
 「便によっては誰も乗らない日もある」 
 「土日も利用がほぼないので廃止してもいいのでは」 

 
これらは便別利用者数のデータと一致しており、分析結果の妥当性を裏付けている。 
 
●美川地区まちづくりネットワークへの聞き取り 
スクールバス化の提案： 「生活路線バスはほとんど小学生が乗っている。これを完全なスク
ールバスにすれば、乗合の方が増えるのではないか」 

櫟田原線が使いにくい理由 ：高齢者にとっての障壁として、「バス停まで出なきゃいけない、
それができない人がいる」ことと、「一番のネックは乗り換え。路線バスの時間まで待って
から乗り換えて、市役所や医療センターに行かなきゃいけない」ことが挙げられた。 

あいのりタクシーへの期待 ： 「あいのりになればそういう規制はなくなる」という声があり、
自宅送迎・直通運行への期待が高い。 
 
（７）利用実態のまとめ 

櫟田原線は実質的に 「通学の足」として機能しており、6 便中 2 便に利用が集中し、2 便
は利用者ゼロである。高齢者にとっては使いにくいサービスとなっている。 
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４．効率化策の検討 

（１）検討にあたっての前提 
第 3 章の分析結果を踏まえ、デマンド交通への統合 （A 案）と利用者ゼロの便の廃止 （B

案）を比較検討した。いずれの案においても、現在の常連利用者 4 名の移動手段を確保する
こと、特に通学便を維持することを大前提とした。 

 
（２）デマンド統合の検討 

櫟田原線とデマンド美川線の 1 便あたり単価を比較した。 
 

表 4-1 1 便あたり単価の比較 
路線 1 便あたり単価 算出方法 
櫟田原線 約 4,000 円 860 万円÷約 2,170 便 
デマンド美川線（計画便数） 約 8,100 円 350 万円÷432 便 
デマンド美川線（運休考慮） 約 11,200 円 350 万円÷311.2 便相当 

 
デマンド美川線の単価には 2 通りの計算方法がある。計画便数 （432 便）で単純に割ると

約 8,100 円/便であるが、令和 6 年度の実績では 432 便中 302 便が運休であった。運休時は
委託費の 6 割が発生する契約であるため、運行便分 （130 便）と運休便分 （302 便×60%＝
181.2 便分相当）の合計 311.2 便分で割ると、実質単価は約 11,200 円/便となる。デマンド
美川線の単価が高い主な理由は、運行距離が櫟田原線よりも⻑いことにある。 

櫟田原線をデマンドに統合した場合、通学便として毎日定時運行が必要となるため運休は
発生しない。計画便数単価で試算しても統合前（約 1,210 万円）に対し約 54 万円の増額、
実質単価では約 537 万円の増額となる（試算の詳細は資料編参照）。 

加えて、通学利用には毎日定時の運行が必要であり、デマンド交通の 「予約がなければ走
らない」というメリットが活かせない。以上より、デマンド統合は採用しないこととした。 
 
（３）減便の検討 

便別利用者数（第 3 章 表 3-2）に基づき、年間利用者ゼロの上り 1 便（6:35 発）と下り
3 便（18:35 発）を廃止対象とした。運転手の「朝一便と最終便はやめてもいい」という認
識とも一致する。 

上り 1 便は、運行のために市内中心部から上櫟田原まで車両を回送する必要があるが、
便自体に利用者がないため、回送・運行とも空車の状態である。 

一方、下り 1 便（6:55 発）は利用者ゼロであるが、上り 2 便（通学便）のために車両を
上櫟田原まで移動させる回送を営業運行として行っているものである。廃止しても同じ区間
を回送として走ることに変わりはなく、乗客が乗車できる状態にしておく方が合理的である。
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上り 3 便 （17:03 発）も同様に、下り 2 便 （下校便）の車両を戻す運行であり、回送の必要
性は変わらない。 

なお、これらの便について、回送を営業運行として行うことで追加的な費用が生じている
のであれば、営業運行を取りやめることで費用削減が見込める可能性がある。委託契約にお
ける回送と営業運行の費用構造を確認し、必要に応じて検討する余地がある。 

 
表 4-2 効率指標の改善 

指標 現状（6 便） 削減後（4 便） 改善率 
年間経費 約 860 万円 約 573 万円 ▲33% 
1 便あたり利用者数 0.35 人 0.53 人 +51% 
基準達成率 35% 53% +18pt 
1 人 1 回の乗車コスト 約 11,200 円 約 7,470 円 ▲33% 

 
※削減額（約 287 万円）は年間経費を便数で単純按分した試算による最大値である。実際
の削減額は、委託契約における固定費・変動費の構成等により異なる可能性がある。 
 

年間約 287 万円の削減が可能であり、利用者への影響はゼロである。ダイヤ変更のみで
実現でき、新規投資は不要である。ただし、削減後も見直し基準（1.0 人）には届かない
点は留意が必要である。 
 
（４）比較結果 

表 4-3 選択肢の比較 
項目 デマンド統合 2 便減便 
削減額 効果なし（増額） 約 287 万円 
利用者影響 ほぼゼロ ゼロ 
実現難易度 高 低 

 
以上から、減便（利用者ゼロの 2 便を廃止）が最適解である。 
 

５．考察 

（１）便別データ分析の有効性 
本研究で最も重要な分析は便別利用者数の把握であった。市営化前には便別データが存

在せず（第 2 章参照）、こうした分析は不可能であった。浜田市が便別の利用者数を記録・
管理する体制を整えたからこそ、本研究が可能となった。データに基づく運営 ・改善を実現
するためには、運行主体がデータ収集の重要性を認識し、意識的に記録 ・蓄積する体制を構
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築することが不可欠である。 
この手法は、全便一律の見直しではなく 「利用されていない便だけを見直す」という精緻

な対応を可能にするものであり、他の路線にも適用可能である。 
 

（２）デマンド交通の適用条件 
第 4 章の検討から、デマンド交通の特性と限界が明らかになった。デマンド交通は需要

が不定期で散発的な場合には効率的であるが、通学のように毎日定時の運行が必要な場合
にはメリットが活かせない。また、デマンド美川線の単価が高い理由は運行距離の違いにあ
り、「デマンド化すれば効率化できる」とは限らないことが示された。 

 
（３）利用者減少の構造的要因 

中山間地域の公共交通の最大の特徴は、利用者が極めて限定的な層に固定されている点
にある。山口県阿武町の事業評価資料では 「利用者が固定化しており、固定客の利用状況に
左右されている」と分析されている。また、山口県柳井市の大畠地区では、1 便あたりの平
均利用者が約 2 人という状況にある。このような構造下では、特定の常連の入院 ・転居 ・卒
業といったライフイベントだけで利用実績が大幅に変動し、さらなる減便が利便性低下を
招く「負のスパイラル」に陥りやすい。 

櫟田原線もこの特徴を有している。常連利用者は実質 4 名であり（第 3 章参照）、令和 3
年度からの大幅な利用者減少は、数名の常連の卒業 ・転居等によるものと推測される。加え
て、第 3 章の聞き取りで明らかになったように、高齢者にとっての利用の障壁 （バス停まで
の移動の困難さ、乗り換えの不便さ）があり、移動ニーズ自体は存在しても櫟田原線のサー
ビス形態では応えられていない。 

 
（４）住⺠意識と効率化の受容性 

浜田市の市⺠アンケートでは、美川地区の 「市の負担が増えても現状維持」は 24.1%と全
地区で最低であり、「利用が少ない路線は廃止を検討し、住⺠主体の輸送手段を推進してい
く」が 33.3%であった。 

この背景としては、現状のサービスが移動ニーズに十分対応できていないという認識や、
これ以上の財政負担をかけてまで現行の運行形態を維持する必要はないという考え方など、
複数の要因が考えられる。いずれにせよ、見直しに対して比較的理解が示されていると言え
る。 

なお、本提案の実施にあたっては、「廃止」が全面廃止と誤解されないよう、丁寧な住⺠
説明が必要である。 
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（５）美川地区の移動ニーズと公共交通の役割 
美川地区には現在、以下の公共交通サービスが存在する。 
 

表 5-1 美川地区の公共交通サービス 
サービス 運行頻度 特徴 利用状況 
櫟田原線 
（生活路線バス） 

毎日 6 便 定時定路線、本郷橋まで 減少傾向 
（R6 年度 767 人） 

美川線（デマンド） 週 3 日 3 便 予約制、浜田市内 減少傾向 
（R4 年度 298 人） 

羽原地区 
コミュニティワゴン 

不定期 自治会等無償運送 
市が車両貸与 

ほぼ横ばい 
（R5 年度 142 人） 

あいのりタクシー 随時 自宅送迎、直通 増加傾向 
（R7 年 9 月開始） 

 
定時定路線型の櫟田原線とデマンド美川線は利用者減少が続く一方、令和 7 年 9 月に開

始されたあいのりタクシーは利用が増加している。あいのりタクシーは自宅送迎 ・直通運行
が可能なサービスであり、住⺠ニーズに合致していることが利用増加の背景にあると考え
られる。 

こうした状況を踏まえると、櫟田原線の効率化と、あいのりタクシー等への財源シフトは、
美川地区の移動ニーズ全体を見据えた合理的な方向性である。 

 

６．提案と今後の課題 

（１）提案のまとめ 
利用者ゼロの 2 便（上り 1 便・下り 3 便）を廃止する。 
 

項目 内容 
対象 上り 1 便（6:35 発）、下り 3 便（18:35 発） 
削減額 年間約 287 万円 
利用者影響 ゼロ 
実現方法 ダイヤ変更のみ 

※削減額は年間経費を便数で単純按分した試算による最大値であり、実際の
削減額は委託契約の内容により変動しうる。 

 
本提案は、データに基づく分析により利用者への影響なく費用削減を実現するものであ
り、この手法は他路線にも適用可能である。 
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（２）財源活用の可能性 
削減した約 287 万円の一部を、より住⺠ニーズに応える移動サービスに振り向けること

が考えられる。例えば、あいのりタクシーに関する支援の拡充である。あいのりタクシー
は住⺠の自治組織が運営するサービスであり、美川地区に限らず市内各地で同様のニーズ
がある。市全体の補助枠の拡充や、運営を担うスタッフの確保・育成のための支援に充当
することで、より多くの地域の移動ニーズに応えることが期待できる。 

もちろん、市の財政の仕組み上、削減した経費を直ちに他の用途に充当できるわけでは
ないが、限られた財源の効果的な活用という観点から検討いただきたい。 

 
（３）今後の検討課題 
土日運行の見直し 

2 便廃止後も見直し基準には届かない。土日の利用者は週平均約 2 人と極めて少なく、平
日のみの運行とすることでさらなる効率化が見込める。土日の移動ニーズについては、あい
のりタクシーでの対応が考えられる。 
利用実態の継続把握 

減便後も利用状況のモニタリングを継続し、常連利用者の動向に応じてさらなる見直し
を検討することが重要である。 
他路線への展開 

便別データに基づく分析手法を市内の他の生活路線バスに展開していくことが期待され
る。 
データ収集・管理体制の整備 

予約型乗合タクシーについては、個人情報の適切な保護措置を講じたうえで、利用者の乗
降履歴 （OD データ）を分析可能な形で蓄積 ・管理することが望まれる。乗合バスにおいて
も、運転士による乗降記録を、分析に活用できる形で体系的に整理 ・蓄積していくことが重
要である。これらにより、将来的な路線再編等においてエビデンスに基づく意思決定が可能
となる。 
スクールバス化と高齢者向け移動サービスの再検討 

櫟田原線は実質的に 「通学の足」として機能する一方、高齢者の利用は限定的である。将
来的には通学機能と高齢者の移動支援機能を分離し、それぞれに最適な交通手段を検討す
ることが考えられる。 

通学機能についてはスクールバス化により学校行事への柔軟な対応が可能となるが、制
度的な可否や費用面の精査、教育委員会との調整が必要である。高齢者の移動支援について
は、通学機能を切り離した後であれば、デマンド交通やあいのりタクシーの特性を活かせる
可能性がある。 
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機能 現状 将来の可能性 
通学 櫟田原線 （生活路線バス） スクールバス化を検討 
高齢者の移動 櫟田原線 （ほぼ利用なし） デマンド化またはあいのりタクシー拡充 

 

７．おわりに 

本研究では、櫟田原線の便別利用者数を分析し、利用者のいない 2 便の廃止により、利用
者への影響なく年間約 287 万円の削減が見込めることを示した。あわせて、デマンド交通
への統合が通学利用を抱える路線では費用増につながりうることを、具体的な費用試算を
もって確認した。 

こうした分析が可能となったのは、浜田市が石見交通からの運行移管にあたり、便別の利
用者数を記録・管理する体制を整えていたことによるところが大きい。 

もとより、本研究の提案は櫟田原線が抱える課題の一部を解決するものにすぎない。2 便
を廃止しても見直し基準には届かず、美川地区における高齢者の移動ニーズへの対応や、将
来的な通学児童の減少への備えなど、引き続き検討すべき課題は多い。また、便別利用者数
の分析は主に令和 6 年度のデータに基づいており、今後の利用動向を継続的に把握してい
く必要がある。 

美川地区では、令和 7 年 9 月にあいのりタクシーの運行が開始され、利用が増加しつつ
ある。地区の交通環境は変化の途上にあり、櫟田原線の効率化を含め、地区全体の移動ニー
ズに応える交通体系のあり方を、地域の皆様と共に考えていくことが重要である。 
 


